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a) 経営のニーズから情報ネットワークシステムの活用へ
この「情報ネットワークと企業経営」の考察では，最初(I)（第33巻第4.
5号）の「経営学的考察」で述べたように，経営側のニーズ， そこに見られ
る改革の必要性を，情報ネットワーク活用以前の問題として追求し，その上
で，情報，特に情報ネットワークシステムの特性をかぶせ，からませ，それ
による効果の拡大，増大を見出す方法論をとることが，経営学という立場か
らの追求であるとの基本的観点をもって，数社の実例を検討してきた。
経営システムの改善（環境条件の変化とも関連して）の必要性の圏知から
はじまって演繹的に導き出される各システムの改革，それをサポートし，か
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つ促進する情報システムの役割という特色を見出し得たと考えている。その
主要な点を再度整理して指摘しておきたい。
「花王」の場合，消費者動向の店頭における把握とそれに対応する商品開
発，販社制度，物流システムの改革からはじまって，それらを支援するロ
ジスティックシステムとインフォメーションシステムが一休となった LIS
(Logistic Information System)が完成する。情報ネットワークシステム
もその前提としての経営システムの改革（新商品開発， トップをはじめとす
る社員の意識，物流システムの改善）があってこそ成功するものであること
の立派な実例である。
「プラネット」の場合，メーカー，卸店の企業群同士の共通のデーク通信
ニーズをとりまとめたものであり，「インフラとしての VAN」,「足腰の情
報処理」，「受発注業務の効率化」以上に，「システムは共同で， 競争は店頭
で」ということもあり，情報そのものの販売戦略へのつながり，特に卸店と
小売店との間の関係が未解決，不十分であるという問題点がある。この点，
各加盟各社の経営ニーズからの発想による改革は，別個の独自路線の問題で
あり，デーク通信の改革のみをボイントとした，また後記するようにミドル
マネジメント層の改革への取り組みの創造的活動であり， トップマネジメ
ントの支援は勿論あったとしても，それ以上の積極的改革への結びつきに欠
けているのではないかと思われる。
プライペート ネットワークやその他の改革を各社が別個に検討している
ことは，競争市場においてなお不十分な点を駆識し，努力せんとするあらわ
れである。
「セブン・イレブン・ジャパン」の場合，大手スーパーチェーンと地元小
売店との摩擦という社会的な問題を背景として，抽象論ではない，中小と大
との共存共栄の可能性の実硯のために，末端の消費者ニーズ，動向の変化を
一番知る小規模店に対し，商いと経営のノウハウを提供し，専門的バックア
ップをすれば，そこに市場機会の大きい，可能性ある新しいビジネスが生ま
れるという新しい発想が出発点である。これこそ創造的イノベーションであ
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ると思われる。
その考えを達成するために，常にお客のニーズを基点として，すべてを考
ぇ，さまざまなシステム，すなわちドミナント戦略，取引先の集約化，異な
った業種の納入業者の共同配送，窓口問屋制，ベンダー（配送機能付き問
屋）システムの構築がまず戦略的な取り組みであり，当然売れ行き状況（し
かも単品ごと）の可能な限りリアルクイムな把握（実需を知る）のための情
報ネットワーク支援システムが構築される。
あくまで生産，販売，物流という各活動が，「一つの基準」のもとに管理
されるシステムをバックアップするための情報ネットワークシステムであ
る。
すでに記したごとく，現在の「総合店舗情報（ネットワーク）システム」
は，種々の道程を経た，多くの経験の積み重ねである。そのシステムもいか
に活用するかは，それを利用する人々の相当の努力が必要であり，それを過
信することを常に戒めている点を注目すべきである。
「ファルマ」の場合，大量仕入れ，大量販売の安売りの失敗の後に，自身
は商品を買わず，情報を軸にそれによって取引の円滑化，店の販売効率の向
上につとめる役割に徹する方策をとったが，“モノを買わない”と宣言して
も，物流の取次機能はやらざるをえないので，物流を合理化すると同時にチ
ェックシステムを改善することを重視した点を注目したい。その後種々の改
良が行われ，ファルマ・インテリジェンス・デリパリー・システム (PIDS)
が実施されている。
「イトーヨーカ堂」の場合，その特色はすべて「業務改革委員会」の活動
に集約される。‘‘死に筋”商品の徹底排除，‘‘売れ筋”商品の店頭への投入とい
う簡単なようで途方もなく根気のいる作業に取り組むことをテーマとし，開
始数年後に POSの全店導入を実施し，物流面の改革，問屋，メーカーとの
関係の抜本的な洗い直しに取り組んだ。
これらはすでにセブン・イレブン・ジャパンで経験ずみであり，応用すれ
ばよかったが，改革の発想のポイント，物流の改革等に重点を置き，それを
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支援する情報ネットワークシステムを構築しようとすることに注目すべきで
ある。
b) ト・yプとミドルの共振
次に組織行動が状況の変化に的確に対応し得るためには，経営者，管理者
が常に問題意識をもち，改革を実施しなければならない。この点上記の成功
例が示すごとく， トップ マネジメントの役割， ミドルの活性化等の問題が
ある。この点を再度整理して検討してみる必要がある。
最近， トップ マネジメントの役割もさることながら，ミドル マネジメ
(I) 
ントの創造的活性化，リスクトラクチャリング，自己組織化を重視する論調が
みられるが，この一連の検討を通じて得た結論を先に述べると， トップの強.. 
力な積極的な，しかも具休的な意思決定，指示（単なる夢でないことは勿論，
明確な理念，普逼的命題ではなく）が引き金となって， トップ~戦略ー→
組織~fiX.*Q) ~~,lffl Q) flffl"iftitJ.ifi L,' 企業全休が活性化しているので
あって，中間管理職の企業家精神が引き金になったわけではない，と考える。
トップの経営者が，「『皇国の興廃このー戦にあり』のZ旗のもとにひたす
(2) 
ら頑張ることではなく」，「阿畔の腹芸で哲学的なことを三ぐらい言えばみな
(3) 
さんわかってくれるでしょうという態度」ではダメであることは言うまでも
ない。「トップが危機意識をあおり，しった激励するだけではもはや組織成
員は動機づけられないし，何よりも成員が疲弊するだけで知的に豊かにはな
(4) 
らないだろう。」
(1) 「'88企業革新国際フォーラム」（日本アイ・ビー・エム株式会社）は，「テーマ」
が「日本のミドルが考える企業経営の針路」である。
野中郁次郎監修情報文化研究フォーラム編「リストラクチャリング」（1989NTT
出版）
大滝精一稿「事業創造とミドル」（日本経済新聞「やさしい経済学」 1986.12. 
20~) 
(2) 野中郁次郎監修同上書 p.4
(3) 今井賢一他監修「ネットワーク時代の組織戦略」 (1988 第一法規出版） p.153
(4) 野中郁次郎稿「経営という「知」の方法論」（日本経済新聞「やさしい経済学」
1989.1.28) 
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さらに変革のための土壌をつくる役割，グランド・ストラテジーの偉大な
創始者であるよりも，過去の積み上げからは出てこないトップが主体的に先
を読んで意味を出す「これまでの発想がガラリとくずれるような積極的な基
(5) 
本概念ないしドメインを創造」し，「強い目的意識をもった使命や生存領域」
を積極的に提案する必要がある。
ただこの場合，野中郁次郎教授は「このような企業のパラダイムともいえ
る概念は，方向は示すがあまり特定しないで，その具体化については組織の
各構成要素に自律的な解釈の余地を与える程度にあいまいである方が望まし
ぃ。」「この形態で表硯された価値は，多義的表硯であるので多様な解釈を許
容すると同時に一体感を促進する。戦略的あいまい性は，組織内に多様な視
(6) 
点と創造性を育むのである。」と言われる。
たとえば， NECの「C&C」，キャノンの「世界人類に貢献できる企業」，
住友電工の「オプトピア」，花王石鹸の「清浄奉仕」， NTTの「INS」，西武
セブン・グループの「市民産業」，新日鉄の「総合素材メーカー」など，を
(7) 
あげられる。
しかし戦略的あいまい性は，組織内に多様な視点と創造性を育むが，組織
内に新しい動きを引き起こすためにはより具体的な現実との差異を隠識させ
得る指示を必要とするのではないかと考える。
「花王」の場合，丸田芳郎社長の独特の「経営哲学」，「真理考究」，「一心
不乱」，「消費者とインテリジェンスを交換できる商品」，「生体機能的組織」
(8) 
等の CIに担当するような多義的表現もされているが，さらに社長自らの陣
頭指揮による研究開発による商品開発力（高額の R&D費），多角化戦略
（具体的新製品による），販社制度，広域流通センクーの設置， RJSの設立
(5) 野中郁次郎著「企業進化論」 (1985 日本経済新聞社） p.247
(6) 同上
(7) 野中郁次郎・寺本義也絹著「経営管理」 (1987 中央経済社） p.17
(8) 野中郁次郎著前掲書 pp.256~257
丸田芳郎・野中郁次郎「組織の叡智を結集する経営」（ビジネス レビュー
Vol. 36, No. 2) 今井暫ー他監修前掲書 pp.86~87
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等より具体的な指示が， トップから，またミドルとの共同で次々と改革的に
実施されていること，多義性をもった表現以外に特に具体的な事例指示の重
要性を感ずる。
「イトーヨーカ堂」， 「セプン・イレプン・ジャパン」の場合， 「変化対応
産業」ということが基本的な概念であるが，前者の場合，「業務改革」を「意
識革命」として，具体的には「死に筋商品の排除，売れ筋商品の投入」を指
針として，後者の場合， CVSの具体的かつ詳細なノウハウを OFCを通じ
てオーナーに徹底させることによって絶えざるイノペーションを求めてい
る。
「常に変化している現在のあるべき姿を追求するというアン・ラーニング
の思想を貫徹」すべく，本部に毎週店長会議をはじめ，ゾーン会議，統括マ
ネージ・ャ会議 DM,RFC, OFC会議等を開催し， フェイス・トウ・フェ
イスで問題点に対する具体的改善策等，常に新しい改革について検討してコ
(9) 
ミュニケーションをはかる。この毎週開催の会議方法による具体的方針の徹
底化は特に注目すべき事例であると考える。
「プラネット」の場合，異った企業の VANとしては成功例ではあるが，
各社ともそれぞれの上級ミドルの参画であって，勿論トップの承認，支持は
あったことではあるが， トップのそれ以上の積極的展開への戦略と結ぴつい
ていない点に問題性を感ずる。
「ファルマ」の場合，最初の発想の転換，さらにその具体的実硯にまで進
めていったプロセス，その後の高付加価値を帯びた情報，知識の再生，活用
等にオーガイザーとしての本部の役割に注目したいと考える。
この一連の検討で感ぜられたことは，企業の改革的戦略の実施には，やは
りトップの強力なリーダシップが必要である。会社の重心を変える。自然の
(10) 
慣性を別の方向に変えるわけで，かなり強引な力を要求される，ということ
(9) 伊藤雅俊著「商いの心くばり」 (1988 講談社）
上之郷利昭著「伊藤雅俊の一日ー得」 (1988KKロングセラー ズ）
森下紀彦著「イトーヨーカドー驚異の商売哲学」 (1989 ばる出版）
(10) 今井賢一他監修前掲書 p.155
近藤 弘著「住友銀行七人の頭取」 (1988 日本実業出版）は，事例として参
考になる。
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である。
つぎに観念の世界だけにとどまらず，実際の商品，事業として具体化され
てはじめて意味をもつ。戦略の精緻化，具体化がより戦略を実行してくれる
(11) 
社内の人々の理解と納得を得ることが出来， うまく実行され得る，実硯にむ
かうための全組織を巻き込んだアクションでなければならない，ということ
である。
トップとミドルの連携という点で，「ミドル・アップ・ダウン・マネジメン
ト」，「トップ， ミドル， ロワーの共振」ということが言われる。野中郁次郎
教授は，前者について，「演繹的なトップダウンだけでもなく，帰納的なポ
トムアップだけでもなく，両者を融合させたミドル・アップ・ダウン・マネ
ジメント」，「このマネジメントでは， トップが演繹的に創造した普逼的命題
と，ロワーが現場での体験から帰納的に抽出した個別的命題との間のギャッ
プを， ミドルが中核となって新たな媒介的命題をつくり出すことで解消して
いく。」と。
後者について，「トップはカクリスト（媒休）として創造の場を創造し，
障害を排除し，本質的な議論をしかけ，よりマクロな情報を提供しながら創
造活動を支援する。 トップは組織の外在者としてではなく，組織の成員の一
人，つまり内在者として演繹的に命題やビジョンを提起し， ミドル以下の成
員の創造活動を誘発する。
ここで提示される命題やビジョンは単一の解釈しかできない指示・命令と
いうよりは，多様な解釈を許す多義的な問いかけである。
こうした問いかけに対して，ロワーは自らの体験に照らして多様な反応を
示す。ミドルはそれらを受けて左右上下に流れる情報の結節点として多様な
命題を集約し，相互に競い合わせ，時に補充させ，時に止揚させながら創造
の場におけるリーダーの役割を果たす。このようにトップ， ミドル，ロワー
が共振しあう組織においてこそ知の創造が最も活発に行われるはずである。
つまり，組織的な情報創造活動が最も活性化するマネジメントの方法論であ
(11) 加眼野忠男著「企業のパラダイム変革」 (1988 講談社） pp.17~18
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(12) 
ろう。」と。
トップのみではなく， ミドル以下の全構成員をも巻き込み，理解と納得さ
れた改革でなければならない，すぐれた経営者や鋭敏なミドル層による意思
決定（戦略）を介して経営行動に変換され，組織メンバーが共有する価値シ
(13) 
ステム，解釈システムを通じて行動受容されねばならないのは勿論である
が，すでに述べたごとく， トップの命題提示は普逼的，多義性をもったもの
以外に，さらに具体的なコミットメントの必要性があることを再度述べてお
きたい。
またミドルがあらゆる変化を受け入れない「冷凍（フローズン）ミドル」
(14) 
であってはならないが，「企業者精神に富んだミドル」， 「企業の全体像と現
場の双方を同時に把握できる戦略的地位を占め，企業全体の革新を統合して
(15) 
いく要（かなめ）の役割を担っている」ミドルとなるまでには，わが国の現
状（特に終身雇用制，人事評価制度に改善がみられない限り）からまだ肯定
(16) 
的になりえないことを感ずる。
C) 情報割造のマネジメント，企業パラダイムの転換
そして，これも最初に指摘したように，対象として検討した各企業におい
て共通して隠識されるものについて取り上げることが，この一連の検討の締
めくくりとして必要である。
ここで検討の対象とした各企業で共通してみられる戦略的思考の革新につ
いて，「情報創造のマネジメント」，「企業パラダイムの転換」という表現が
(12) 野中郁次郎稿「経営と「知」の方法論」（日本経済新聞「やさしい経済学」
(1989.1.28) 
同上稿「経営革新トップの役割」（日本経済新聞 1988.10.31)
同上監修前掲「リストラクチャリング」 p.5
(13) 庭本佳和稿「情報ネットワーク社会における企業経営」 （中辻・大橋編著「情
報化社会と企業経営」第1章） （1988 中央経済社）
(14) 野中郁次郎稿前掲論文（日経 1989.1.25)
(15) 大滝精一稿前掲論文（日経 1986.12.20)
(16) 清水龍登稿「日本のトップ マネジメント」（日本経済新聞「やさしい経済学」
1988.12.17~) 
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使われる。
「情報創造」という考えは，コンティジェンシー（環境適合）理論の成果
である情報処理構造論で対応できない企業の主体的曝境適応手段として生れ
てきたものといえる。
（それ故，これらの概念は「経営情報論」の範疇に属するものではなく，
「組織論」，「戦略論」の範疇に属するものである。 また， 従来の情報観（写
像論）を超える情報認識であるかどうかを問題とすることにも疑問をもつ。）
環境の不安定化，事業の多角化，競争の激化などに対する変化，多様化対
応能力の強化のための情報処理・伝達の負荷に適合するような情報処理構造
を生み出す組織絹成と組織運営の方法が理論的・実証的に探究されたのが70
(17) 
年代のコンティジェンシー理論であった。
「しかしながら，企業の痕境適応は，環境の生みだす情報・意思決定負荷
に合わせて企業がただ受動的に情報処理構造を調節していけば達成できる，
というものではない。企業は，主体的に環境にはたらきかけることによっ
て，よりよく環境に適応できるのである。コンティジェンシー理論に欠落し
(18) 
ていたもの，それは企業の主体的曝境適応の手段としての戦略であった。」と
野中郁次郎教授は述べられる。
加護野忠男教授もそれは「企業内部の企業家的な創造性を活性化しなけれ
ばならない課題」，「将来の変化を読んでそれに対応するという情報処理能力
よりも， 自ら積極的に変化を仕掛けるという企業家的創造力」の必要性， さ
らに「他方で企業内の様々な活動を調整し，企業としての総合力を発揮」で
きる「戦略的な統合力の強化」が求められるという課題である，と指摘され
悶）
このような創造型経営の本質をつかむヵギとなる概念が「情報創造」と
(17) 加護野忠男稿「新しい経営学一組織論」（日本経済新聞「やさしい経済学」
1986.2.10~) 
(18) 野中郁次郎・寺本義也絹著前掲書 p.7
(19) 加護野忠男稿前掲論文（日経 1986.2.10~) 
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「自己組織化」である，と野中郁次郎教授は述べられる。
「企業の自己革新とは，意味のある新しい情報を獲得し，創造し，その結
(20) 
果，次元の異なる新しい「思考や行動様式を形成することである。」発想転
換，視点転換である。「情報をつくる」ということは，「組織のあらゆらレベ
ルで発想転換や，視点転換を起こすような意味のある情報（概念や価値）を
つくることである。創造の経営の基本は，そのようにしてわき上がってくる
情報が相互に競い合い，時に補完し合い，時に止揚されながら，いちだんと
高次の情報がつくられ，組織全体の意識転換につながっていく。そのような
なかでそれを支援する組織やシステム，そして新しい行動様式が生成されて
(21) 
いく。その全過程が企業の自己革新なのである。」
情報を創造する組織とは，最大限自己組織化を許容する組織にほかならな
い。「自己組織化は混とんのなかから主体的に秩序， すなわち情報をつくる
プロセスである。」「内部にあいまい性や不安性などのカオスあるいは『ゆら
ぎ (fluctuation)』が組み込まれている組織」「不均衡状態」におかれている
(22) 
組織ほど情報の創造活動が活発になりやすい。
企業内部におけるものの見方を新しく変革し，創造することが「企業のパ
ラダイム（理論的枠組み）の変革」にあたる。「パラダイムとは，企業内の
人ぴとに共有された世界観，ものの見方であり，共通の思考前提，思考の枠
(23) 
組み，方法論である。」
企業の中の人びとに共有されているものの見方は，通常はゆるやかにしか
変化しない。しかし躁境の激しい変化のなかで，経営者は組織のなかでカオ
スあるいは『ゆらぎ』を起こし，既存のものの見方が成り立たない状況を作
り出し，新しいものの見方を代案として提示し，かつそれを企業内に伝播さ
(20) 野中郁次郎稿「新しい経営学ー一覇遭U（日本経済新聞「やさしい経済学」
1986.2.3~) 
(21) 同上
(22) 野中・寺本編著前掲書 p.14
(23) 加護野忠男著前掲書 p.18
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せる必要がある。促進させるための条件づくりとアクションが必要である。
思考とアクションの組織的な連鎖反応を促進する役割を果たしているのが，
(24) 
パラダイムである。
トップの「ゆさぶり」，「均衡破攘」は変化を生み出す土壊をつくるととも
に矛盾を激化させ，これまでのパラダイムにたいする漠とした不信，迷いを
つくりだし，新しいパラダイムの萌芽，範列がつくりだされる。このような
(25) 
状態が「ゆらぎ」である。
さらに「これまでの運動論が，既存のパラダイムのなかでの，体制内運動
論だとすれば，パラダイム革新のために要求されるのは，休制転換の運動
(26) 
論」である。「人ぴとが当然のこととして受けいれている前提から論理的に
導かれるのではなく，新しい前提から出発する。世の中の流れを先見してそ
れに乗るのではなく，新しい流れをつくりだす。硯存の秩序に迎合するので
（町）
はなく，イノペーションを通じてそれを創造的に破壊する。」
北原貞輔教授は，最近の著書で，「創造的適応 (creativeadaptation)」の
存在を指摘され，「“ゆらき”をもつシステムが‘‘階層を超えて創造的に進む
自己超越 (self-transcendence)"のこと」は「進化」である。「‘‘ゆらぎ”
のないところに生存も発展もない。」「これからの経営は，たんに環境適応と
いうことだけでなく，みずから積極的に‘‘ゆらぎ”を喚起して進化の過程に
そって発展していくことを心がけねばならない。 ‘‘ゆらぎ”は誤差でも悪で
もない。それを隠める経営こそが，人間を人間と見る真の経営であろう。」
「全体的仲間の間で，どのようにして知的“ゆらぎ”を喚起し，創造的性質
(28) 
を呼ぴ起していくか」がこれからの管理である，と述べられる。
「セブン・イレプン・ジャパン」の鈴木敏夫社長は，「変化に対応してい
(24) 加護野忠男稿前掲論文（日経 1986.2.10~)
(25) 同上前掲書 pp．泣6～泣7
(26) 同上 p.225 
(27) 同上 p.40 
(28) 北原貞輔著「組織とは何かー一生け花理論から一ー」 (1989 櫂歌書房） pp. 
117~134 
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くためには，構築したシステムをつねに破壊し，新たなシステムを構築して
いくという絶え間のない硯状打破の努力が求められる。」「破壊こそが新しい
(29) 
ものの創造の母休である。」と語っていることは， まさに「企業パラダイム
の変革」の実践例である。
「イトーヨーカ堂」が業革をスタートさせた時，小手先の治療（改善策）
で効く一過性の風邪ではない，体質そのものが病み，慢性的構造疾患にかか
っている。抜本的に体質改革をやるしかない，と考えた。
「業績は体質の結果だ。業績が思わしくないということは体質そのものに
問題があるということの証明だ。また，業績は体質の結果であるとするなら
ば，結果としての業績を追いかけてはならない。その結果をもたらす原因で
ある体質をよくしていく以外にない」という思想のもとに，「売上高成長は
ゼロでもいい。お客様にとって，満足度と，価値レベルの高い商いが実践で
きるよう，基本から，土台からの会社のつくり直しにまず取組もうではない
か汀二＿こうして「売上げ成長はセ・ロでいい， まず体質の整備を」と完全に
新しい前提，新しい流れを作り出す戦略を打ち出し，そのためのアクション
を実施するための業革委員会，毎週の店長会議等の開催は，まさに「情報創
造」，「企業パラダイムの革新」そのものだと考えられる。
その他，いままで検討してきた「花王」，「ファルマ」の事例を振り返える
時，それぞれにおいて新しい流れが生まれていることが理解できる。それら
すべてここで述べた「戦略的思考の革新」，「情報創造のマネジメント」，「企
業パラダイムの転換」の実例である。
(1989. 8.26) 
(29) 岩淵明男著「セプン・イレプン システム流通革命」 (1989 講談社）
(30) 緒方知行＆月刊誌 2020AIM編集部編「イトーヨーカ堂の「業革」パート 2」
(1889 オフィス2020)p. 3 
